
 

 

家庭保育室等運営事業費補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この補助金は、増大する保育需要に対応するため、子ども・子育て支援法（平成２４年

法律第６５号。）第６１条で規定する市町村子ども・子育て支援事業計画及び同法第６２条で

規定する県子ども・子育て支援事業支援計画に基づき、家庭保育室の運営により、児童の適切

な保護を行うことを目的とする。 

２ この補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年埼玉県規則

第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（交付の対象） 

第２条 この補助金は、市町村が行う家庭保育室等運営事業（以下「事業」という。）を交付の

対象とし、その内容は別表による。 

  

（交付額の算定方法） 

第３条 この補助金の交付額は、別表の第１欄の基準額と、第２欄の対象経費から寄付金その他

の収入を控除した額とを比較して少ない方の額を選定し、この選定された額に第３欄の補助率

を乗じて得た額の合計額とする。ただし、算出された額に1,000円未満の端数が生じた場合に

は、これを切り捨てるものとする。 

 

（交付の条件） 

第４条 この補助金の交付決定には、次の条件が付されるものとする。 

(1)この補助金は、規則及び家庭保育室等運営事業費補助金交付要綱に基づき交付するもので

あること。 

(2) 事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 

 

（申請手続） 

第５条 規則第４条第１項の申請書の様式は、別紙様式第１号によるものとし、その提出期限は、

毎年度別に定めるものとする。 

２ 規則第４条第２項第１号から第４号までに掲げる事項に係る書類の添付は要しない。 

 

（変更申請手続） 

第６条 この補助金の交付決定後の事情の変更により、申請の内容を変更して変更交付申請を行

う場合には、前条の規定を準用し、別紙様式第３号により申請するものとする。 

 

（交付決定までの標準的期間） 

第７条 県は、交付申請書又は変更交付申請書が到達した日から起算して原則として３か月以内

に交付の決定（決定の変更を含む。）を行うものとする。 



 

 

（交付の方法） 

第８条 この補助金は、精算払で交付する。 

 

（交付決定の通知） 

第９条 規則第７条の交付決定通知書又は変更交付決定通知書の様式は、別紙様式第２号又は別

紙様式第４号のとおりとする。 

 

（状況報告） 

第１０条 補助金の交付を受けた市町村は、知事の要求があったときは、補助事業の遂行状況に

ついて、当該要求に係る事項を書面で知事に報告しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１１条 規則第１３条の事業実績報告書の様式は、別紙様式第５号のとおりとし、事業完了後

（第４条（２）により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知を受理後）

速やかに提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定通知） 

第１２条 規則第１４条の規定による補助金の額の確定通知は、様式第６号により行うものとす

る。 

 

（書類の整備等） 

第１３条 市町村は、補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収

入及び支出等についての証拠書類を整備保管しておかなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の属する会計年度の翌年度から５

年間保管しなければならない。 

 

（その他） 

第１４条 特別の事情により、第３条、第５条、第６条及び第１１条に定める算定方法又は手続

きによることができない場合には、あらかじめ知事の承認を受けてその定めるところによるも

のとする。 

２ 本補助金を交付することにより、他の均衡を著しく失する等交付の趣旨に反する結果が生じ

るおそれがあると認められる場合、交付決定を行わないことがある。 

 

  附 則 

この要綱は、平成１９年度分の補助金から適用する。 

 

  附 則 

この要綱は、平成２０年６月１６日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。 



 

 

 

  附 則 

この要綱は、平成２３年６月７日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 

 

  附 則 

この要綱は、平成２４年６月１８日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

 

  附 則 

この要綱は、令和元年８月２日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

 

  附 則 

この要綱は、令和３年８月６日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

 

  附 則 

 この要綱は、令和６年８月２０日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表 

算 定 基 準 

 

１ 基準額 ２ 対象経費 ３ 補助率 

 

１ 運営費 

（１）乳児１人月額         １８,５００円 

（２）満 1 歳以上満 3 歳に満たない児童 1 人月額 

      ９,２００円 

 

２ 長時間保育推進費 

１１時間を超えて３０分以上保育する児童１人月額 

  ２,０００円 

 

３ 障害児保育推進費 児童１人月額   ９,３００円 
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